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• 入札参加資格審査申請手続は、地方公共団体の規則等で規定

地方公共団体は、地域の実情に応じて入札・契約可能

 一方、申請項目等が団体ごとに異なり、デジタル化も十分でなく、

 地方公共団体・事業者の手続に係る事務負担が大きい

地方公共団体の調達関連手続の共通化・デジタル化に係る実務検討会報告書（概要）

１ 現状と課題

• 広域又は全国的な共通の入札参加資格審査申請システムの整備

• この実現のため、必要な範囲で申請項目や申請方法等を共通化

• 総務省・地方公共団体で構成する検討会を立ち上げ、具体の検討

２ 令和５年研究会報告書※の提言

※ 新たな社会経済情勢に即応するための地方財務会計制度に関する研究会報告書（令和５年12月）

• 研究会報告書の提言を踏まえ、令和６年３月に検討会を立ち上げ、物品・役務等の入札参加資格審査申請手続の共通化・デジタル化を検討

• 共通の申請項目・必要書類、共通の申請方法、共通の入札参加資格審査申請システムの整備の方向性について取りまとめ

３ 地方公共団体の調達関連手続の共通化・デジタル化に係る実務検討会の開催・報告

 新規申請・更新申請

・ 共通申請項目・必要書類、

選択申請項目・必要書類を設定

・ 共通の営業品目（大分類・小分類）

を物品・役務等ごとに設定

 変更申請・取消届

・ 共通の申請事由、申請項目等を設定

 合併・分割・事業譲渡等の組織形態の変更等

・ 共通の申請種別（新規・変更・取消）、申請事由、申請項目等を設定

４ 今後の課題

（１） 共通の申請項目等の設定 （P2参照） （２） 共通の申請方法の設定 （P3参照）

（３） 共通システムの整備の方向性 （P4参照）

 以下の事項について共通の申請方法を設定

① 資格の有効期間

② 申請の受付方法（定期・随時・追加申請）

③ 定期・随時・追加申請により資格が付与される期間・受付期間等

④ 申請に使用する言語、金額欄の記載方法

 全国単位の地方公共団体共通の入札参加資格審査申請システム
を整備し、申請を受け付けるようにすることを目指すべき

 申請・受付、審査、審査完了通知の機能を設ける

 GビズIDの活用、必要書類に係る他の情報システムとの連携

独自

共通

選択

 全団体に申請

 事業者特定のための情報等

任意に申請を求める団体に
対して申請

 適正性審査・格付けのため
 の情報等

→ 任意に応じて各団体が設定

• 物品・役務等と建設工事等は、多くの市区町村が同一部署で同一時期に、かつ、同一システムで申請を受け付けており、物品・役務等のみを
共通化・デジタル化した場合、事務処理に支障が生じるおそれが指摘されていることから、一体的検討が必要。このため、建設工事等に係
る申請手続の共通化・デジタル化の方向性を検討

• 共通の申請項目等や申請方法は、共通システムの運用開始に合わせた導入に向け、必要に応じて更新

• 共通システムは、地方公共団体の既存システムの置換えや内部システムの改修に係る費用対効果を含め、詳細機能のあり方についてさらな
る検討が必要。その上で、共通システムの整備・運用主体、経費負担等の課題についても検討

• 共通システムの整備には、地方公共団体の複数の個別システムの改修が想定されるところ、具体化に向けたスケジュールについては、現場
において対応可能なものとなるよう、システム標準化の進捗状況※も考慮する必要 1※ 事業者のリソースのひっ迫等により、令和８年度以降の移行とならざるを得ないシステムについては、概ね５年以内に標準準拠システムに移行できるよう、取組が進められている。



（１） 物品・役務等の入札参加資格審査に係る共通の申請項目等の設定

地方公共団体の実態を踏まえ、物品・役務等の新規申請・更新申請、変更申請及び取消届に係る共通の申請項目・必要書類等を設定

共通・選択申請項目等としないもの

・ 地方公共団体独自の制度等に関するもの

・ 事業者に申請を求めなくとも確認できるもの

・ 適正性の審査や格付けに資さないもの

・ 申請方法の電子化・オンライン化にそぐわないもの 等

共通の変更申請事由

・ 申請した共通・選択※・独自※申請項目に変更があった場合

共通の変更申請項目等

（ⅰ） 共通変更申請項目等 （事業者特定情報、共通項目の変更内容等）

  （例） 申請日、本社住所、共通申請項目の変更内容、登記事項証明書

 （ⅱ） 選択変更申請項目等 （選択項目の変更内容等）

  （例） 選択申請項目の変更内容、納税証明書、財務諸表

① 新規申請・更新申請 ② 変更申請

共通の取消届出事由

・ 合併・分割等で消滅、廃業、資格が必要なくなった場合

共通の取消届出項目等

・ 共通取消届出項目等 （事業者特定情報、取消内容等）

 （例） 届出日、本社住所、商号又は名称、取消事由、取消年月日

③ 取消届

合併等に伴う共通の申請種別、申請事由

・ 新規申請、変更申請、取消届により申請
・ 合併、分割、事業譲渡、法人成り、個人成り、その他法人格の変動

共通の合併等申請項目等 （新規申請等の申請項目等に加えて申請）

（ⅰ） 共通合併等申請項目等 （組織形態の変更等の内容）

  （例） 組織形態の変更等の種類、事業者の構成、契約書の写し

 （ⅱ） 選択合併等申請項目等 （適正性審査・格付けのための情報）

  （例） 合併時自己資本額明細

④ 合併・分割・事業譲渡等の組織形態の変更等

※ 各団体が変更申請を求める場合

※ 各団体は、共通・選択のほか、必要に応じて独自申請項目等を設定可能

共通の申請項目等

（ⅰ） 共通申請項目等 （申請項目数 ６０／ 必要書類数 ３）

※ 全地方公共団体共通の申請項目・必要書類

事業者を特定するための情報等を設定 （＝事業者特定情報）

（例） 本社住所、商号又は名称、登記事項証明書

 （ⅱ） 選択申請項目等 （申請項目数 ３４７ ／ 必要書類数 3５）

※ 地方公共団体が任意に選択して設ける共通の申請項目・必要書類

適正性審査・格付けのための情報等を設定

 （例） 営業年数、製造・販売実績高、納税証明書、財務諸表

共通の営業品目（大分類・小分類）

※ 大分類は共通申請項目、小分類の品目は選択申請項目
※ 小分類は「生産物分類（２０２４年設定）」（総務省）を使用して作成

 （ⅰ）  物品 ： 大分類 32品目 ／ 小分類 177品目

 （ⅱ）  役務 ： 大分類 17品目 ／ 小分類 144品目

・ 「営業品目の希望順位」（５位まで）を選択申請項目として設定

・ 小分類の品目ごとに
共通の営業等の許可・認可・登録等の証明書等を設定 2



（２） 物品・役務等の入札参加資格審査に係る共通の申請方法の設定

 地方公共団体の実態を踏まえ、物品・役務等の入札参加資格審査の共通の申請方法（有効期間、申請の受付方式、受付期間等）を設定

 共通の申請方法は、共通の入札参加資格審査申請システムの整備等や、建設工事等に係る共通化・デジタル化の検討状況を踏ま

えて、実現可能なものとなるよう更新や見直しを行いながら、導入に向けた具体の検討を進める必要

① 資格の有効期間 ・ ３年

② 申請の受付方式 ・ 定期申請／地方公共団体の判断により、任意に随時申請又は追加申請を併用できる

③ 定期申請

申請の受付期間 ・ 定期申請により資格が付与される日直前の１０月１日から１１月３０日まで

資格が付与される日 ・ ４月１日

資格が付与される期間 ・ ４月１日から３年後の３月３１日まで

④ 随時申請
 （任意）

申請の受付期間
・ ４月１６日（閉庁日である場合は翌営業日）から次期定期申請の受付期間の開始日直前の８月１５日まで

（地方公共団体の判断により、当該期間を拡大することができる）

資格が付与される日
・ 毎月１５日締め、遅くとも翌々月１日から
 （地方公共団体の判断により、当該日を早めることができる）

資格が付与される期間 ・ 資格が付与された日から当該日の属する資格の有効期間の終了日まで

⑤ 追加申請
 （任意）

申請の受付期間
・ 毎年１０月１日から１０月３１日まで（定期申請の受付を行う年を除く）
 （地方公共団体の判断により、当該期間を拡大し、また、受付回数を増やすことができる）

資格が付与される日
・ 定期申請に係る資格の有効期間の開始日の１年後及び２年後の４月１日
 （地方公共団体の判断により、当該日を早めることができる）

資格が付与される期間 ・ 資格が付与された日から当該日の属する資格の有効期間の終了日まで

⑥ 申請に使用する言語 ・ 申請項目・財務諸表は日本語／その他の外国語記載の必要書類は日本語訳を付記又は添付

⑦ 金額欄の記載方法 ・ 財務省告示の外国貨幣換算率により日本国通貨に換算して記載
3



（３） 物品・役務等の共通の入札参加資格審査申請システムの整備の方向性

 全国単位の地方公共団体共通の入札参加資格審査申請システムを整備して申請を受け付けるようにすることを目指すべき

 共通システムには、申請・受付、審査及び審査完了通知の機能を設けることが考えられる

 また、ＧビズＩＤの活用や、登記事項証明書・国税の納税証明書その他の証明書情報等に係る他の情報システムとの連携を検討

地方公共団体共通の入札参加資格審査申請システムのイメージ

実現には、地方公共団体の既存システムの置換えや内部システムの改修に係る費用対効果を含め、共通システムの詳細機能

のあり方についてさらなる検討が必要。その上で、整備・運用主体、経費負担等の課題についても検討を行う。

GビズIDシステム

① ログイン

＜事業者＞
＜ Ａ 県 ＞

＜ B 市 ＞

＜ Ｃ 村 ＞

他の情報システム

自動表示・添付省略

申 請 （複数団体可） ⑤事業者
情報

⑥格付け

⑥格付け

⑥格付け⑧入札参加資格者名簿の閲覧

② 申請項目の入力
必要書類のアップロード

④ 審査・補正依頼

地方公共団体

④’ 補正

⑦ 審査完了処理
審査完了通知（メール送付）

共通の入札参加資格審査申請システム

③情報連携

4



参考資料

（物品・役務等に係る調達関連システム構成状況）



あいち電子調達共同システム（物品等）

文書管理
システム

財務システム

電子入札システム入札情報システム

物品・役務等に係る調達関連システム構成例① （あいち電子自治体推進協議会・愛知県）

事
業
者

入札参加資格申請システム

地
方
公
共
団
体

電子契約サービス
（民間サービス利用）

その他の
システム

入札参加資格審査申請

新規申請用情報登録

受付通知

指名停止情報登録

申請受付

契約締結

給与旅費

…

検査結果

支払登録

契約内容登録

審査結果確認

予算執行書

入札説明書

仕様書

案件（入札公告）公開

参加
申請

参加資格
確認通知

入札

参加資格
審査

データ連携
（csv取込）

データ
自動連携

名簿調製

仮ID・PWで
ログイン認証

代理店・特約店登録

契約実績登録

名簿公開

開札結果公開

案件公開

本ID・PWで
ログイン認証

資格・許可登録

契約書
保存

文書保存

調達内容登録

案件登録

データ
自動連携

開札結果通知

物品

役務

審査結果通知

債権者（口座）情報登録

資格審査

※物品・役務等の格付は行っていない
建設工事については手作業で格付を行い、
 結果をシステムに手入力

開札

手入力

手入力

手入力

PDFをUL

PDFをDL・UL

契約書作成

※発注書・支出負担
 行為決議書作成
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 「入札参加資格申請システム」・「入札情報システム」・「電子入札システム」の３つのサブシステムから構成される県単位の「あいち電子調達共同

システム」を整備。契約管理については、県独自の「文書管理システム」・「財務システム」を共同システムと連携させて処理。

ICカード登録



電子契約サービス
（民間サービス利用）

業者管理システム
※事業者には「資格申請システム」と案内

県HP

PDF
をUL

物品・役務等に係る調達関連システム構成例② （滋賀県）

事
業
者

地
方
公
共
団
体

入札管理システム
※事業者には「入札情報サービス」・「電子入札システム」と案内

その他の
システム

入札参加資格審査申請

ID・PW登録

結果
通知

申請情報

資格審査

指名停止等管理

申請受付（受理）

資格者
名簿公開

依頼受付

案件情報入力

入札執行伺

案件公開

名簿調製

入札公告

参加申込
参加資格
確認通知

入札書提出

参加資格
審査

入札結果
登録

指名事業者選定・通知

契約情報
登録

入札結果公開

契約締結

財務会計

文書管理

積算

検査結果
登録

発注情報
登録

結果通知

ID・PWで
ログイン認証

データ
自動連携

物品管理

物品一括取得

物品管理・台帳データ
自動連携

※令和６年10月から試行
ICカード登録 ※登録は一度のみ

（ICカードの有効期間）

※建設工事については、物品・役務等に係る業者管理システムとは別の公共工事総合システムにおいて申請受付・審査を行っている。（ID・PW登録を含め別システムで処理している。）

Excel出力

※優良工事表彰による加点、
 コンプライアンスに係る減点等

補正（手入力）

格付

※システムが
自動設定

物品請求伺
※原課が管理課に物品調達を依頼

 （原課がシステム上で入力）

※参加条件（地域要件・営業種目等）
を設定して見積徴収する事業者を
決定（システム間で情報連携）

名簿
出力加工

csvデータ

PDFをUL

契約書作成

データ
自動連携

データ
自動連携

※物品・役務等の
 格付は
 行っていない
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 入札参加資格審査申請・審査・事業者情報管理の機能を有する「業者管理システム」と、契約管理・入札情報公開・電子入札の機能を有する「入

札管理システム」の２つのシステムを整備・連携。また、「入札管理システム」を「物品管理システム」と情報連携させ、物品管理・台帳管理を行って

いる。資格者名簿については、県ホームページに掲載。

【建設工事の場合の事務フロー】



物品・役務等に係る調達関連システム構成例③ （千葉県電子自治体共同運営協議会・千葉市）

事
業
者

入札参加資格
申請システム

地
方
公
共
団
体

入札情報サービス

内部管理
システム

名簿管理システム 業務進行管理システム

受理通知

指名停止等
管理

申請受付（受理）

名簿調製

入札公告

電
子
入
札
シ
ス
テ
ム

参加資格
確認通知

入札

参加資格
審査

開札

指名事業者選定・通知

入札結果
登録

入札調書公開

契約締結

契約情報
管理

検査結果

支払登録

契約結果
入力

データ
連携

（ボタン
押下）

データ連携（ボタン押下）

結果通知

入札案件
登録

※物品・委託
 の格付は
 行って
 いない

市HP

資格者
名簿公開

エクセル・
csvをUL

名簿
出力加工

csvデータ

手入力

データ（自動）連携☆

※建設工事の場合

市個別審査
結果入力

資格審査

csvデータ

ちば電子調達システム

参加申込

ICカード登録

手
入
力

格付
（マクロ処理）

※申請受付票
 発行

（積算内訳書の取り出し）

契約結果公開
データ

自動連携

デ
ー
タ
連
携
（ボ
タ
ン
押
下
）

※電子入札システム
 に直接アクセス

入札参加資格
審査申請

ID・PW登録

ID・PWで
ログイン認証

総合評価落札方式
運用支援システム

※評価点算出・
※落札者決定

・入札参加
申請者情報

・入札金額

手入力

契約伺い

案件登録

入札説明書

仕様書

予定価格
※案件情報は、電子入札

 システムにもデータ連携

☆変更申請は自動で、随時申請はボタン押下で翌日反映 8

 「入札参加資格申請システム」・「名簿管理システム」・「業務進行管理システム」・「入札情報サービス」・「電子入札システム」の５つのサブシステム

から構成される県単位の「ちば電子調達システム」を整備・連携。資格者名簿については、市ホームページに掲載。



契約管理システム

市HP

物品・役務等に係る調達関連システム構成例④ （盛岡広域８市町・盛岡市）

事
業
者

入札参加資格
申請受付システム

地
方
公
共
団
体

電子契約システム
（未整備・検討中）

その他の
システム

入札参加資格審査申請

ID・PW登録

受理通知

申請情報

データ連携（csv）

資格審査 格付

指名停止等管理

申請受付（受理）
開札

落札結果
登録

契約締結
契約情報

管理

財務会計
文書管理

検査結果 支払登録

契約内容
登録

データ連携

入札情報公開システム

入札執行
伺い

案件登録

入札説明書

仕様書

入札公告

電
子
入
札
シ
ス
テ
ム

参加申込

参加資格
確認通知

入札

参加資格
審査

開札

開札結果公開

※契約管理システムの名簿
情報と突合して審査

データ連携 （CSV)

結果通知

名簿調製

データ連携（自動遷移等）ID・PWで
ログイン認証

資格者
名簿公開

指名事業者選定・通知

PDF等
をUL

予定価格
開札時に開封して手入力

ID・PW
で認証

PDF等
をUL・

手入力等

データ連携 （CSV)

手
入
力※事業者の点数確定。確定後、

格付条件（点数・技術者数等）を
システムに入力・調整して決定

紙提出

契約締結伺い
入札書・経過表

契約書案
仕様書

資格無通知

9

 盛岡広域８市町で共同利用する「入札参加資格申請受付システム」のほか、事業者情報管理・契約管理の機能を有する「契約管理システム」・「入

札情報公開システム」・「電子入札システム」の４つのシステムを整備。資格者名簿については、市ホームページに掲載。



資格審査申請受付サービス
（共同運営）

物品・役務等に係る調達関連システム構成例⑤ （東京電子自治体共同運営協議会・町田市）

事
業
者

地
方
公
共
団
体

電子契約システム
（共同運営）

財務会計システム（町田市独自システム）

入札参加資格審査申請

ICカード登録

受理通知

資格審査

格付

指名停止等管理

申請受付（受理）
開札

落札結果
登録

契約締結

契約情報
管理

検査結果

支払登録

契約内容
登録

入札情報サービス（共同運営）

資格者
名簿公開

契約伺い

方法決定

業者選定

入札公告

入
札
サ
ー
ビ
ス
（
共
同
運
営
）

参加申込
参加資格
確認通知

入札

参加資格
審査

開札

開札結果公開

結果通知

名簿調製

ICカードで
ログイン認証

業者管理

案件

入札説明書

仕様書

予定価格

データ連携（csv）

資格審査

伺い

データ連携（csv）

※事業者情報を財務会計システムの口座情報
その他の支出に関する情報と紐付け

※公告条件・根拠法令等

※指名先の選定等

データ連携（csv）

PDFをUL

※システム自動処理

手入力（類似案件参照機能有り）

電子調達サービス（システム）

10

 「資格審査申請受付サービス」・「入札情報サービス」・「入札サービス」の３つのサブシステムから構成される広域の「電子調達サービス」を整備。

また、共同で「電子契約システム」を整備。事業者情報管理や契約管理については、市独自の「財務会計システム」を共同システムと連携させて処理。



物品・役務等に係る調達関連システム構成例⑥ （粕屋町）

事
業
者

申請受付システム

地
方
公
共
団
体

電子契約サービス
（民間サービス利用）

その他の
システム

契約管理システム

受理通知

申請情報

データ自動連携

資格審査

指名停止等管理

申請受付（受理）
開札

指名事業者選定・通知

落札結果
登録

契約締結
契約情報

管理

財務会計

文書管理

積算

…

検査結果

支払登録

契約内容
登録

データ自動連携

PDFをUL

情報公開システム

契約伺い

案件登録

入札説明書

仕様書

予定価格

入札公告

電
子
入
札
シ
ス
テ
ム

参加申込

参加資格
確認通知

入札

参加資格
審査

開札

開札結果公開

データ
自動連携

データ
自動連携

結果通知

データ自動連携

名簿更新

データ連携（自動遷移等）

※物品・役務等の
 格付は
 行っていない

ICカード登録
入札参加資格審査申請

ID・PW登録

ID・PWで
ログイン認証

※建設工事の場合格付

※格付の基準点数を手入力した上で、
システムが格付
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 「申請受付システム」・「契約管理システム」・「情報公開システム」・「電子入札システム」の４つのシステムを整備・連携。

事業者情報管理の機能は、「契約管理システム」に設けている。

町HP

資格者
名簿公開

PDF等
をUL



物品・役務等に係る調達関連システム構成例⑦ （山梨県市町村総合事務組合）

事
業
者

やまなしくらしねっと

一
部
事
務
組
合

入札参加資格審査申請

申請受付（受理）

市町村等連携システム

受理通知 認定通知

資格審査

データ連携
（csv）

申請情報閲覧

市
町
村
等

資格者名簿調製

市町村等HP

資格者名簿公開

PDF等
をUL等

申請情報更新・管理

データ連携（csv）

※各市町村等において個別審査・格付・
 名簿調製・指名停止措置等を行う。

入札手続
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 山梨県及び市町村が共同で開設している汎用的な電子申請サービス「やまなしくらしねっと」において、県内市町村等への入札参加資格審査

申請を受付。「市町村等連携システム」を通じて県内市町村等に対して事業者情報を提供。



地方公共団体の物品・役務等に係る調達関連システムの構成状況一覧

入札参加資格申請システム 入札情報システム 電子入札システム
電子契約サービス
（民間サービス利用）

愛知県

滋賀県

千葉市

盛岡市

町田市

粕屋町

山梨県
市町村

業者管理システム（資格申請システム）

入札管理システム（入札情報サービス・電子入札システム）

HP（名簿公開） 物品管理システム等
電子契約サービス
（民間サービス利用）

入札参加資格申請システム 名簿管理システム

文書管理システム

財務システム

（名簿公開）

HP（名簿公開）

業務進行管理システム
入札情報サービス

電子入札システム

入札参加資格申請受付システム 契約管理システム

HP（名簿公開）

入札情報公開システム
電子入札システム

資格審査申請受付サービス 財務会計システム 入札情報サービス 入札サービス 電子契約システム

（名簿公開）

ｃｓｖ

ｃｓｖ

申請受付システム 契約管理システム 情報公開システム

（名簿公開）

電子入札システム
電子契約サービス
（民間サービス利用）

やまなしくらしねっと

市町村等連携システム
各市町村システム等

（審査）（申請・受付） （名簿調製）

（審査）（申請・受付） （名簿調製）

（審査）（申請・受付） （名簿調製）

（審査）（申請・受付） （名簿調製）

（審査）（申請・受付） （名簿調製）（格付）

（審査）（申請・受付） （名簿調製）

（審査）（申請・受付）

（格付）

（通知）

（通知）

（通知） （格付） （名簿調製）

（その他システム）
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 調達関連システムは、地方公共団体ごとにシステムの構成や機能が大きく異なっており、また、各システム間で情報連携されていることから、これらの

共通化は、地方公共団体のシステム構成等に大きな影響。手続ごとに共通化の必要性や改修・調整コスト等も踏まえて、実現可能性を検討する必要。

入札参加資格審査申請 事業者情報管理 入札情報公開契約管理 電子入札 電子契約
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